
社会福祉施散等施辞儀傭貴国庫補助金交付辛■一部改正桑 折旧対照表  

改 正 集  現  行   

別 紙  別 紙   

社会福祉施設等施設整備士国ヰ補助金交付辛■  社会福祉施陛等欄偲整備士国庫補助金交付壬■   

第2 社会福祉施彼等施放整傭t眉庫補助金  第2 社会福祉施投等施設整備費国庫補助金   

（定 暮）  （定 t）   

2 第2において「社会福祉施政等」とは、次の表の区分ごとに掲げる大分類、  2 貫之において「社会橿祉施毅眉」とは、次の表の区分ごとに掲げる大分類、   
中分類及び小分類の施役をいう。  中分類及び小分類の施政をいう。   

区  分   大 分 類   中 分 類   小 分 類  区  分   大 分 類   申 分 無   小 分 類  

（3）雑書者自立支援法  （3）陣書手自立支援法  
第5条第1頓に基づ  第5粂第1項に基づ  
く障害福祉サービス  く陣書福祉サービス  
事業く同条第5項に  事業（同条第6項に  
規定する療事介  規定する生活介護、  
同条第6項に規定す  同条第13項に規定  
る生活介護、屈＿組  する自立訓練、同条  
7礪に規定する児童  第14頂に規定する  
デイサービス同条第  就労移行支援若しく  
13頓に規定する自  は同条第15項に親  
立訓練、同条第14  定する就労♯練支援  
項に規定する就労移  に限る。）を行う施  
行支懐若しくtま同条  投く以下【障害福祉サ  
第15項に規定する  ービス事業訂」とい  
就労撫横支援に限  う．）並びに同条第  
る。）を行う施設（以  12項に規定する陣  
下「障専権祉サービス  害者支援施投   
亭兼所Jという。）並  
ぴに同条第12項に  
規定する踵青春支援  
施設   

（4〉隷書者自立支援法  く4）陣書青白立支援法  
第5条隻8填に規定  第5条第10項に規  

る短期入所、  定する共同生活介護  
第10現に親定する  及び同条第16項に  
共同生活介護及び同  規定する共同生活採  
条第16項に規定す  助を行う■某所   
る共同生活種助を行  
う事業所   

（交付の対魚）  （交付の対i）  

4                       4  
せ拠等により③■に定める投t看が設置する施設に係る施設整備事業に対し、       根拠等により③■に定める設置者が設暮する施掛こ係る施設簑僧事業に対し、◎  
♯に定める補助根拠専lこより⑥＃に定める補助者が行う補助事業を交付の対象       積に定める神助根拠等により⑨欄に定める補助者が行う補助事業を交付の対象と  
する。  する。   

（
溺
淋
碑
章
一
¢
）
 
 
 



①施設の種類  ②設置根拠等  ③投t著  ＠補助根拠等  ⑤補助者  ⑥県補  
助率   

卒   

く3）陣書福祉  
サービス暮  
集所零  

丁障書‡l祉  障害者自立支埋  地方税法（  予算捨t  
サービス事  法事79集第2  和25年法  は指定都市   
兼所（度量  第228号）  若しくは中  
金星皇塗 第348条  繊市  
エ＿J  第2積算10  

の十号及び篭  
10の6号の  
規定によリ  
固定黄塵税を  
課されない  
こととされて  
いる法人く社  
会福祉法人、  
医療法人、  
日本赤十字社  
社、公益社団  
法人、公益財  
団法人又は特  
例民建法人  
等。以下「社  
会橿礼法人等  
という．J）  

旦基度量  3／4   
は指定熟市  
若しくは中  

暮所（■暮 直垂亘憂‾■  座卓  
皇」＿  

予算措置   
捜施設   法書83集等4  は指定都市  

項   法人を除  若しくは中  
く。）  横市   

（4）戯左憩  陣号音自立支操  社会福祉雇人  予書槽■  ホ道府れ又  3／4  2／3   
蔓基局⊥牒  は指定ホ市  
同生活介護  若しくは中  
事某所及び  横市   
共同生活櫨  
助事業所   

①施設の種類  ②役t根拠零  ③改t著  喀）補助相欄欄  （訂練助舎  ⑥県補  
助寧   

串   

（3）杜書福祉  
サービス暮  
業所等  

アl■書福祉  陣書青白立支捜  地方税法（  予算楕t  
サービス事  法第79乗算2  和25年法  は指定都市   
菓所  項  第226号）  若しくは中  

第348条  横市  
第2項羊10  
の4号牒び第  
10の6号の  
規定によリ  
固定貴慮積を  
課されない  
こととされて  
いる法人（社  
会稽祉法人、  
医一l法人、  
日本赤十字社  
牡、公益社団  
法人、公益財  
団法人又は拝  
例民法法人  
等。以下「杜  
会稽祉法人等  
という。」）  

予算措t   
緩施椴   法幕83集集4  は指定覇市  

噴   法人を除  若しくは中  
く。）  機市   

（4）共同隻語  庫害者自立支嬢  社会柵祉法人  予算拷t  都辻府県又  3／4  2／3   
介護事業所  は指定都市  
及び共同生  若しくは中  
活援助事業  機市   
所   
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改築、拡張、老朽民間社会福祉施設整備及び改♯  増改築、改築、拡張、老朽民間社会福祉施設整傷及び改♯（転  
．次により井出された額を交付額とする。   より算出された頼を交付額とする。  



8
収
比
 
 

第
の
を
 
 

の
他
と
 
 

2
の
額
 
 

■
そ
た
 
 

1
金
し
 
 

表
付
除
 
 

別
事
捷
 
 

は
ら
を
 
 

又
か
）
 
 

－
費
L
 
 

男
、
入
 
 

∴
は
収
 
に
欄
針
 
 

七
 
 
 

嵐
紬
服
用
細
 
 

朋
点
附
か
欄
削
射
手
互
虻
 

倉
掛
 軌

針
ん
虻
守
欄
と
虻
し
儒
僑
よ
パ
他
〓
防
ほ
茂
甘
地
よ
 
 

負
る
の
れ
。
、
0
互
場
す
鋸
算
機
類
の
一
せ
ス
基
板
工
属
そ
七
⊥
L
 
 

契
対
称
圧
①
引
㈲
0
〓
虐
か
乱
虻
局
に
虻
ズ
て
と
ネ
畑
に
沃
の
欄
 
 

2
の
板
 
 

一
そ
た
 
 

1
金
し
 
 

表
付
除
 
 

別
寄
控
 
 

は
ら
を
 
 

又
か
）
 
 

1
貴
L
 
 

博
農
法
馴
化
 

㈲
甘
鋸
か
≠
削
削
千
 

三
伯
削
か
ル
榔
㍑
痛
言
虻
レ
欄
燭
お
バ
㈲
〓
防
は
撒
甘
湖
J
 
臥
肘
爛
 
 

イ
 
 

ア
 
 請
用
町
議
選
細
 
 

欄
入
較
 
1
 
 

イ
 
 

に、別表1－1又は別表1－2の寮  に、別表1－  

朝
獅
禦
棚
冊
嘉
榊
㌍
机
抑
制
帥
 
算
 

紗
け
†
い
漉
け
摘
㈲
サ
M
甘
朝
方
＝
岨
且
 
 
 

出する  
等に地域交流スベースの整傷を  
くただし、防災拠点聖地域交流  場

て
と
 
 

る
せ
ス
 
 

す
併
一
 
 

備
を
べ
 
 

整
当
ス
 
 

て
相
流
 
 

填
て
と
 
、
若
の
流
域
傭
交
を
集
う
 
 

る
せ
ス
 
と
市
親
交
地
殻
域
）
を
行
 
 

1
百
整
し
 
イ
し
施
ス
交
相
売
国
じ
場
 
 

・
ウ
 
 

防災拠点型地域交  し
 
 

だ
 
 

た
 
 

1，080千円（ただし、防  

摘
錮
机
胤
 
 

銅
鵠
脚
用
㌶
紺
㌫
翫
駄
駅
琵
 
 

て
ア
に
く
投
べ
流
当
ス
庫
て
台
地
寄
棲
（
0
 
 

し
 
イ
し
施
ス
交
相
流
国
じ
囁
 
く
を
旦
0
 
 

す
射
算
槙
類
の
一
せ
ス
墓
額
上
兼
そ
た
し
 
 

．
薯
の
流
域
傭
交
を
集
う
 
 

と
市
楓
交
地
殻
械
）
を
行
 
 

額
♯
の
域
型
度
地
 
 

た
定
う
地
点
初
型
 
 
得
指
ほ
 

魚
少
 、

拠
、
 
 

て
は
い
し
災
お
 
 

じ
又
な
だ
防
な
 
 

集
た
．
（
 
虻
府
か
（
し
 
 

の
 
 

表
 
 

㈹
 
 

黒
い
引
と
円
 
 

」
 
 

欄に  

駅
 
 
 

と
を
 
 

ご
と
 
 

補
 

待
 

施
組
下
合
 
 

す
 

し
（
う
る
限
の
ち
初
す
 
 

助基本線Jという  、「匡l魔神助基本額  
は、19．g O O千  

の
を
し
傭
て
の
囲
右
一
鳳
の
災
鳩
拠
鞍
域
鋸
 
 

て
す
整
上
内
一
い
ス
吼
－
つ
ぷ
．
h
濾
と
凍
れ
 
 

整
ス
て
と
本
Ⅵ
に
ス
の
額
 
 

き6．800干円）  る場合は、26．二1  
合は、†．080千円  

0
 
 0ラ0千円（ただし、防災拠点  

）を加えた額と  る
 
 

す
 
 
 に

 

る場合は  2．850千  
牢
を
 
 

助
備
 
 

補
整
 
 

庫
の
 
 

国
ス
 
 

る
一
 
 

、4の表の  する。））に、4の表の  
を交付額（ただし、地  細

説
蝕
榔
鰍
詣
…
 
け
と
警
食
草
漕
 
㈲
胤
朝
禦
蒜
‥
蒜
榔
兢
 
 
 

域
 
 

．）と  
行う  
会福  

用
 
 

か
軋
卦
か
都
桝
油
 
 

佃
脚
禰
脚
昔
脚
常
闇
 
流
交
相
流
 
1
ス
 
 

い
償
頼
虻
澄
は
髄
む
は
引
 
 

親
潮
憲
㈱
柚
 
 

夷支出楓）  の
 
 

‡
 
 

経
 
 

象
 
 

対
 
 

く
 
 義

郎
係
整
る
備
 
は
創
化
て
け
欄
 
書
 
動
座
↓
珊
て
 
 

収
 
 

○  く
 
 

除
 
 

を
 
 

額
 
 

入
 
 
 

（
を
巴
 
 

塾
恵
肛
舶
 
刷
脚
肌
嶺
 
 

600千  

に
 
 

帥
計
脚
相
 
場
．
合
く
て
 
 

増
し
し
 
 

る
 
 

す
 
 
 

、
中
ず
 
 

は
は
い
 
 

合
く
て
 
 

2，850  
故市が補助  
れか少ない  

防
え
ち
に
 
 

、
加
う
り
 
 

し
を
の
を
 
 

lま指定都市苦  
鮫
 
 

比
 
 

を
 
 

と
 
 

額
 
 る

 
 

す
 
 

と
 
 

額
 
付
 
 

文
 
 

を
 
 措

に
お
、
中
定
役
中
め
④
 
 

の
の
次
．
）
⑥
外
）
鋼
同
 
 

上
表
、
投
1
の
以
2
③
r
 
 

政
の
は
創
（
表
ア
（
の
は
 
 

肘
次
に
 
 

の
）
合
ア
 
 
イ
 
 

国
3
 
 

（
 
（
 
 

築
⑦
助
 
⑥
J
国
 
 

．
改
の
補
 
の
率
る
 
 

る
、
表
弁
 
表
助
め
 
 
 

の
 
 

合
）
 
 

場
8
 
 

の
（
 
 

紺
附
勒
 
 

び
る
れ
 
 

及
め
そ
 
 

識
定
と
 
 

拡
に
」
 
 

札
串
 
 

表の④欄に  
イ ア以外の施  

（2）のイ   

厚
合
の
 
 

る
場
4
 
 

め
の
「
 
 

定
毅
中
 
 

る県禰助率」  定
〓
肋
 
 

に
，
補
 
 

欄
と
ヰ
 
 

め
 
 
串」とそれぞれ  



て行う場合   

′
．
一
ヽ
 
 
 

障
身
参
（
設
身
施
身
施
身
施
身
模
を
知
施
者
産
陣
（
く
知
（
 
 

・授産施設（中分   
類）  

・重症心身障害児  
施政（中分類）  

＿ヰー  



別憂3－1   

平屋堅塁重度1書手（1施毅）当たりの同棲補助基軸衝  
く■位‥円）  

事業（施設）の種類  補助基準像   

生活介虔  
本体（8中 活動蜘分）  負l角倉■ 20人以下   

鮭缶盤  

自立別線  虞蓮   3  

鉄労移行支援  ♯市部  帥  
21▲ －40▲  

飲労鞭跳支緩  繹導  遥虚塑遡迎  

唄書手イサ・－ピ  ホ市部   ：・り世  
41人 ～60人  

埠   凶迎  

ホ市部  ぷ温』迫』凶  
¢1人 －80人  

lI斗  ：：l…＝  

♯市郎・   主星1．生娘劇迎  
¢1人 －100人  

揮準   一・リI▲リ  

101人 ～120人   
ホ市部   一・・棚▲リ  

標準   遡乙迎適地  

ホ市部   遥乙1迦遥迎  
1Zl人以上  

標準   ′ ・J▲仙＝  

ニー  ニ‥：   ・1＝！●●  

施収入所 支挫壬■ 加算且止  到円宕■ 2D人以下  呈呈』辿鯉塑  
玉出逼迫  
里且立劇   21▲・－ヰ0人   

轟市郎   ・リIリ！  

斗   i・＝整■■  

都市餞   112＿400．∝XI  
41人 一・60人  

攫準   1（l了．100．000  

都市か   ：リ＝－  
61人 －80人  

甘準   ▲耶！●…  

81人 －100人   
ホ市部   ！ リ●J▲●  

膚準   柑ユ．S80．仙0  

柿市せ   2ヰ9．M．∝旧  
101人 －120人  

標準   公乙ユ血虐迎  

121人以上   
彿市部   2鋸M＿∝泊  

攫準   2且0．∝m∬M  

≠市部  

就労・訓練事集等量慎加算          樺揖           短期入所藍愴加算   都市部  ・■り＝■     機i■  且封馳虚迎   象遭陣書看支援センター瞥膿加＃   ホ市郎  退避迎劇迎     亜事  腿姐拉   



平屋釘塵度1書手（1施設）当たりの間接♯助益雄雛傷  
（蝿：円）  別農3－1   

平硬22年産1事業（1施設）当たりの間接補助基準阜価  く単位＝円）  寧稟（施股）の檀鐸  補助基準欄   

障書児紐（入所〉  本体   
剃閂せ■ 40▲以下   

ホ市罰  一；l●⊥■…  

標準  p  

♯市部  
41人 －・8Q人  

稚準   ・ …■L■  

81人 h・80人   
鴨市部  

標準   堕塑些一り  

81人 －100人   
も巾部  

萌牡   幽迫  

101人 －120人   
職市ザ   

標準   並凰；出L凹  

孤市部   岨L！旦；娼担  

121人以上  
雄牛  ・リ▲＝＝1▲，  

も市節  
乳計加縫寧■事嚢■加算  

乱戯出但  

標準  過劇拉」払迎  

■布靡   
短期入所葦傷加算  

標識  ・・さ」＝稟■  

轟市椚   
尭ヰ陣青書支腹センター豊●加算  

一じ蝕1●J  

欄率   旦塁拉虚四   

け書九施設（i斬）  本体   叡市群   
4Q人じl下  

靴…■¶！  

丑牲   ヱ8J且QJb迎  

魯市静   l … －・…  
41人 －¢○人  

償埠   ェ型些里埋  

61人 －80人   触市側  
t■準   遁出狐墟拉  

勧市が  ・・州－イ－  
81人 ～100人  

慎年  

101人 －1之0人   
■市卵   迎1丘凶戯  

標準   巡乙凪企腔  

■市ポ   ・●メリII  

1之1人以上  
増車  

轟市解   
駄労・叫繍中震書生■加算  

塑り▲■  

揮ヰ   ▲■リ▲…リ  

飛違匹書寺支援センター攣■加井  
■市群  

櫻掌  ミ肌W⊥リ   

縫社ホーム   
改修  利用定員 40人 以下   

■市が   』J幽  

欄ヰ   j且担咄  

利用驚■ 41人 －88人   
ll・ …・l   ；塑塑●▲■  

標準   呈乙迎軋⊆鎚  

事業（施設）の種類  

退隣支捜  
権杜桝  和事  一●▲■■▲リ  

加暮   ■市㊥   華些■リ■  
利用定1 41人 ～60人  

壮年  

厳＃施設を改♯し て転換する場合   利用定■ 40人 以下   軌市部  19ヰ00∝の  
揮準  ＝型■1■！  

熱市部   塑』塑遜担  
利用定■ 41人 ～60人  

坤坤   TTOO∝10  

ル ∫ t・   墨崖   窮†用き■   人  並立塑   ＝＝●  
胆   ユ1迦  

群市部   150．且∝I．M  
21人・－40人  

標準   143．700．M  

41人・－80人  
蓼市節   ・肌■＝  

丑年   ・・＝ L＝  

称市部   353＿380．腑0  
61人 －80人  

標準   － ▲●▲…▲＝  

ホ市部   4S4▲5∝I．M  
且1人 －100人  

揮埠   ■ 、リ …J  

†01▲ ■｝120人  
♯市部   5SS＿g∝〉．0（船  

標準   529＿S∝I．M  

ヰ市部   戯且呈！迎遡迎  

ユ且】＿ム盗上  

渾斗   

鐸市部   －J〕－JJ  

標準   姐些旦  

丸正艶   ヨl▲‖リl  

盛墜   姐泣腿坦  

血市飾   ■■■＝■  

構掌   ・・■■リ   

わ市部   ・■■J＝＝＝  

定1ヰ人－10人  
償準   …＝Jlリ  

共同生活介往 共同生活捜助  創設                      好期入所蟄虚加虞  組址   一弘‖‖」尤l  

鑓逢  

是正並．   157  
■ 与 叢相島鷹加工                  エレヘー ー・  

型IIJI   

、U・  



別表8－1   

竺威且2年産1事業（1施設）当たりの間接補助基準単価  
（■位：円）  

事業（施政）の穫積  補助基準額   

陣書児施枇入所）  本体   
20▲以下  

集金飽   遊丘追皿辿  

塾   孔遡凹型  

21人 －40人  
1i；＝   リ：▲＝ リ▲■  

揮埠   143．†∝l．8（氾  

41人 －6ロ人  
瀞市島   

亜事   ！・・＝ …  

61人 －80人  
ホ市部   遜温遥迎劇凶  

揮峯   呈遥幽  

81人 －100人  
鈴蘭♯   

す埠   ・こ⊥－▲…J●  

101人 ～120人  
榔市静   

繹準   528．5【氾．M  

♯折節   壁地建  
121人以上  

標準   ■  畑－ ＝J  

轟市鵡   
獣労・訓練平井零鼓書加＃  

ーー＝Il▲＝  

標準   a皿辿  

♯市部   
短期入所量♯加算  

・●▲…肌一  

橿準   且丘8辿  

発議隋書書支援センター整傷加井  
ホ市飴   1地建  

檀攣   ・…▲■▲●  

隋児施設（適所）  本体  
諷l用定■ 20▲以下   血走虚   ・！▲リリ罠  

皿墜   ・・写●t＝●  

．＿ 

堺市部   星組全型  

憮墓■  

♯市ヰ   138▲9【追．【氾○  
41人 －60人  

61人 －80人   

81人 －100人   

101人 －120人   

121人篤1上   

空虚巴生血1書t（1集散〉当たりの何旛繍助墓場■価  
（槻こ円）   

事暮（施設Iの橿隷  補助掴   

積■1鼠作施鮫   
轟市静  

■準  

甘事大凱縫施政   
■市書  1之乙8迦皿  

明年   二」り些■▲一   

点事厨●仕   
■簡僧   ▲ ⊥リリJ  

標準  

暮鷺隷書竃情報捜供庵毅   
ホ市鋤   ・≠リ＝－  

■ヰ   一▲ ▲州J▲－   

（注）1上段■せは、「社会橿牡施設専施班傭賢一こおけるも市鐸特例割増暮ずのセ披いについて   

（平成17年10月6日牡捜覚書100印12曾〉」により、ホ市債特例割増加耳徒の■優であること．   

2特別童t地域に所在する壌舎は、■市倒斗価を連用すること．   

さ本償■ヰと各種加算の合計峨を掛舗とする。   
4「陣書児施設」とは、交付璽綱書2の2の豪ま9号に掲げる児立穣祉施設を柵す．   
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凱も8－1   

叩1事業（鳩即当たりの間捜補助基準単価  
（■位：円）  

事業（施設）の穐精  補助基準額  

就労・別線事暮讐ヰ■加井  
ヰ市欄   呈遇辿些  

檀坤   0  

短∬人語鬱櫨加暮  
鵡正血  

遭峯   ：；▲t ■リ  

■市砂  遁必出迦  
集濃陣書専支援センター憂書加■  

標準  5【l   

並立址   且鎚迫遡塑  

血生  

手l社ホーム   
改修  利用定■ 40人 以下   

ヰ市部  ：1…リ▲－  

檀揮  ；弘●し！●  

利用定■ 41人 ～60人   
■折節  一一＝＝l  

慎重■  公朗   

ホ市申  
檎装具製作施股  

● 一●リキ■  

檀準  1幽   
■市郎  l り＝l  

丁場欠如練施敗  
積撫  馳迎  

ホ市郎   5  

点字固暮館  
種牛  

♯市部   
せ鷺韓音響用鶉縫儀應鰻  

皇8幽  

株主■   ・・！…●▲－   

く注）1上毀暮割ま、r社会醐憶蜘tにおける醐卑囁の取軌ヽについて  
．（平成17年10月68社触算10郎012与川こより、都市部称例相加貫繰の単価であること。   

2特別草書地域に所在する場合は、本市糾應を運用すること．   
3・本体■ずと各積加■の合計額を紳縦とする． は蜘価について＿宿泊型自立訓練めみ  

を行う暮岬 等の巳卓  

活卿   
ヰ「叶書児馳とは、交付憂叫算2の2の養第g号に掲げる児暮稽祉鮭股を拝す。  

※食性施臥沖縄振興計軋公書防止対策事業、他事対策緊急事傷事業計訂に係る仰捷補助1準■価の改正に係る新】日は雀噂  
．8．   



（関連資料20）  

地方分権改革推進計画（抄）  

平成21年12月  

－132－  
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地域主権の確立は、鳩山内閣の「一丁目一番地jである重要課題であり、明治以来の中央  

集権体質から脱却し、この国の在り方を大きく転換する改革である。国と地方自治体の関係  

を、国が地方に優越する上下の関係から、対等の立場で対帯のできる新たなパートナーシッ  

プの関係へと根本的に転換し、地域のことは地域に住む住民が責任を持って決めることので  

きる活気に満ちた地域社会をつくっていかなければならない。   

このため、地域主権改革の第一弾として、義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大、  

困と地方の協議の場の法制化、今後の地域主権改革の推進体制について、以下のとおり所要  

の取組を推進することとする。   

なお、本計画が定める取組のうち、法律の改正により措置すべき事項については、必要に  

応じて一括して所要の法律案を平成22年通常国会に連出することを基本とする。  

1 義務付け■枠付けの見直しと条例制定権の   

地方分権改革推進委兵舎の第3次勧告（以下「第3次勧告」という。）を尊重し、地方自  

治体から要望のあった事項を中心に、別紙における「1施設・公物設置管理の基準の見直  

しJ、「2 協議、同意、許可・認可・承認の見直しJ、r3 計画等の策定及びその手続の見  

直しJ及び「4 その他の義務付け・枠付けの見直し」に掲げる事項について必要な鱒制上  

その他の措置を諦ずるものとする。  

「1 施設・公物設置管理の基準の見直し」において、施設・公物設置管理の基準を条例  

に委任する場合における条例制定に関する国の基準の類型は、第3次勧告に沿って、次のと  

おりとする。   

① 従うべき基準   

条例の内容を直接的に拘束する、必ず適合しなければならない基準であり、当該基準に   

従う範周内で地域の実情に応じた内容を定める条例は許容されるものの、異なる内容を定   
めることは許されないもの   

② 標準  

法令の「標準j を通常よるべき基準としつつ、合理的な理由がある範囲内で、地域の実   

情に応じた「標準」と異なる内容を定めることが許容されるもの   

③ 参酌すべき基準   

地方自治体が十分参酌した結果としてであれば、地域の実情に応じて、異なる内容を定   

めることが許容されるもの   

なお、義務付け・枠付けの見直しに伴い、地方自治体においては、条例の制定・改正作業、  

国等による関与の見直しによる事務処理方法の変更及び計画策定業務の変更等への対処が必  

要となることから、地方自治体の円滑な事務処理のために必要な情報据供を行うこととする。   

1  
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覚2朋剛ヒ  
国と地方の協諌の場については、法制化に向けて、地方とも連携・協義しつつ、政府内で  

検討し成案を得て法案を提出する。  

第3 今後の地域主権改革の推進体制  

本計画は、当内聞の地域主権改革の第一弾である。今後は、内閣総理大畠を議長とする地  

域主権戦略会議（平成21年11月17日閣議決定）を中心に、地域主権改革の推進に資する  
諸課題について更に検討・具現化し、改革の実現に向けた工程を明らかにした上で、スピー  

ド感をもって改革を実行に移すものとする。   

同会議については、内閣を助ける明確な権限と責任とを備えた体制とすることにより、地  
域主権改革をより一層政治主導の下で推進していくため、必要な法制上その他の措置を講ず  

ることとする。   

2  

－134－  

雷「！■青j   



別紙  

1施設・公物設眉管理の基準哩   

〔文部科学省〕  

（1）学校数育法（昭22法26）   

学校の設備、編制その他に関する設置基準（3条）として文部科学大臣が定める幼稚園、  

／ト学校、中学校及び高等学校の各設僅基準の内容の見直しについて、地方公共団体からの  

要望等を踏まえ対応する。  

（2）へき地教育振興法（昭29法143）   

へき地学校等の指定、へき地手当の月額及びへき地手当と地域手当その他の手当との調  

整等に関する基準（5粂の2）を、条例（制定主体は都道府県）に重任する。   

条例制定の基準については、「参酌すべき基準」とする。   

これに伴い、へき地手当に準ずる手当に関する基準（5粂の3）も同様に改める。  

（3）公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律（昭33法116）   

公立義務教育諸学校の学級編制基準に係る都道府県から市町村への権限移譲、都道府県  

教育委員会への同意を要する協議については、地域主権改革の観点や教育条件整備全体の  

観点を踏まえ検討する。  

〔厚生労助省〕  

（4）児童福祉法（昭毘法1糾）  

・指定知鞄障害児施設等に従事する従業者に関する基準（24条の12第1項）並びに当該  

施設の設備及び運営に関する基準（同条2項）を、条例（制定主体は、都道府県、  指定都  

車及び児童相談所設置市）に委任する。   

条例制定の基準については、医師等の職長の資格に関する基準に係る規定、配置する職  

貞の負数に関する基準に係る規定、居宅の面積に関する基準に係る規定並びに施設の利用  

者及びその家掛こ対する人権侵嘗の防止等に係垂規定は、「従うべき基準」とし、施設の  

利用者の数に関する基準に係る規定は、「標準Jとし、その他の設備及び運営に関する基  

準に係る規定は、「参酌すべき基準」とする。  

児童自立支援施設の職員に関する規定（施行令36粂ら項）は、廃止する。  

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（45条2項）を、条例（制定主体は都道府  
県、頚定都連し中軽市‡（ただし、 

児童相談所設置市）に委任する。  

条例制定の基準については、医師等の職長の資格に関する基準に係る規定、配置する職  

貞の員数に関する基準に係る規定、居室の面積に関する基準に係る規定並びに施設の利用  

者及びその家族に対する人権侵書の防並等に係る規定岬            ■■■  

利用者の数に関する基準に係る規定はし噸準1と岬塁  
準に係る規定は、「参酌すべき基準」とする。ただし、保育所にあっては、東京等の一部   

1  
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の区域に限り、待機児童解消までの一時的措置として、居室の面積に関する基準に係る規  

定は、「壕準」とする。  

（5）老人福祉法（昭38法133）   

養護老人ホーム及び準別養礫老人ホームの設備及び運営に関する基準（17条2項）を、  

条例（制定主体は都道府県、指定都市及び中核市）に重任する。   

粂例制定の基準については、医師等の職長の資格に関する基準に係る規定、配置する職  

員の員数に関する基準に係る規定、居室の面積に関する基準に係る規定並びに施設の利用  

者及びその家族に対する人権侵事の防止等に係る親定は、「従うべき基準」とし、施設の  

利用者の数に関する基準に係る規定は、「標準」とし、その他の設備及び運営に関する基  

準に係る規定は、「参酌すべき基準」とする。  

（6）職業能力開発促進法（昭現法84）   

公共椎葉能力開発施設以外の施設において行うことができる職業訓練の内容に関する基  

準（15条の6第1項）を、条例（制定主体は都道府県）に委任する。   

条例制定の基準については、「参酌すべき基準」とする。   

公共職業能力開発施設の行う職業訓練とみなすことができる教育訓練の対象者その他の  

内容に関する基準（15条の6第3項）を、条例（制定主体は都道府県及び市町村）に委  

任する。   

条例制定の基準については、r参酌すべき基準」とする。  

（7）介護保険法（平9法123）   

措定居宅サービス、指定地域密着型サービス、指定介護予防サービス及び指定地域密着  

型介護予防サービスに従事する従業者の員数に関する基準（74粂1項、78粂の4第1項、  

115粂の4第1項、115粂の14第1項）並びに当該サービスの事業の設備及び運営に関す  

る基準（74条2項、78条の4第2項、115粂の4第2項、115条の14第2項）を、条例  

（制定主体は、指定居宅サービス及び指定介護予防サービスの基準については都道府県、  

指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスの基準については市町村）  

に委任する。   

条例制定の基準については、医師等の従業者の資格に関する基準に係る規定、配置する  

従業者の負数に関する基準に係る規定、居室の面積に関する基準に係る規定並びに利用者  

及びその家族に対する人権侵害の防止等に係る規定は、「従うべき基準」とし、利用者の  

数に関する基準に鱒る競走は、「墳準」とし、その他の設備及び運営に関する基準に係る  

競走は、「参酌すべき基準」とする（ただし、指定小親模多機能型居宅介護事業所、指定  

認知症対応型適所介護事業所、指牢介護予防小規模多機能型居宅介護事業所及び措定介護  

予防認知症対応型適所介護事業所の定員に関する基準に係る規定は、r従うべき基準」と  

する。）。   

指定介護老人福祉施設、介護老人保健施設及び指定介護療養型医療施設が有する従業者  

の員数に関する基準（88条1項、97条2項（ただし、医師及び看護師を除く。）、110粂  

1項）並びに当該施設の設備及び運営に関する基準（88粂2項、97粂1項（ただし、療   

2  
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養塞、診察室及び機能訓練室を除く。）及びぎ項、110粂2項）を条例（制定主休は都道  
府県）に委任する。   

条例制定の基準については、医師等の従業者の資格に関する基準に係る規定、配置する  

従業者の員数に関する基準に係る規定、居室の面積に関する基準に係る規定並びに施設の  

利用者及びその家族に対する人権侵育の防止等に係る規定は、「従うべき基準」とし、施  

設の利用者の数に関する基準に係る規定は、「標準」とし、その他の設備及び運営に関す  

る基準に係る規定は、「参酌すべき基準」とする。  

（8）障害者  自立支援法（平17法1Z3）   

指定障害福祉サービスに従事する従業者に関する基準（43粂1項）並びに当該サービ  

スの事業の設備及び運営に関する基準（同条2項）を、条例（制定主体は都道府県）に委  

任する。   

条例制定の基準については、医師等の従業者の資格に関する基準に係る規定、配置する  

従業者の員数に関する基準に係る規定、居室の面積に関する基準に係る規定並びに利用者  

及びその家族に対する人権侵害の防止等に係る規定は、「従うべき基準」と．し、利用者の  

数に関する基準に係る規定は、「標準」とし、その他の設備及び運営に関する基準に係る  

規定は、r参酌すべき基準」とする。   

指定障害者支援施設が有する従業者に関する基準（44条1項）並びに当該施設の設備  

及び運営に関する基準（同条2項）を条例（制定主体は都道府県）に委任する。   

条例制定の基準については、医師等の従業者の資格に関する基準に係る規定、配置する  

鱒業者の員数に関する基準に係る規定、居室の面積に関する基準に係る規定並びに施設の  

利用者及びその家族に対する人権侵害の防止等に係る規定は、「従うべき基準」とし、施  

設の利用者の数に関する基準に係る規定は、「標準」とし、その他の設備及び運営に関す  

る基準に係る規定は、「参酌すべき基準」とする。   

障害福祉サービス事業、地域活動支援センター及び福祉ホームの設備及び運営に関する  

基準（80条2項）を、条例（制定主体は都道府県、指定都市及び中核市）に委任する。   

条例制定の基準については、医師等の職員の資格に関する基準に係る規定、配置する職  

員の負数に関する基準に係る規定、居室の面積に関する基準に係る規定並びに利用者及び  

その家族に対する人権侵客の防止等に係る規定は、「従うべき基準」とし、利用者の数に  

関する基準に係る規定は、「標準」とし、その他の設備及び運営に関する基準に係る規定  

は、「参酌すべき基準」とする。   

障害者支援施設の設備及び運営に関する基準（84粂2項）を、条例（制定主体は都道  

府県、指定都市及び中核市）に重任する。   

条例制定の基準については、医師等の職員の資格に関する基準に係る規定、配置する職  

員の員数に関する基準に係る規定、居室の面積に関する基準に係る規定並びに施設の利用  

者及びその家族に対する人権侵害の防止等に係る規定は、r従うべき基準Jとし、施設の  

利用者の数に関する基準に係る規定は、「標準」とし、その他の設備及び運営に関する基  

準に係る規定は、「参酌すべき基準」とする。   
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